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はじめに

中国の「一帯一路」構想の表明から，同構

想の要の一つであるアジアインフラ投資銀行

（AIIB）設立までの動きは迅速であり，電光石

火の動きに一帯一路構想に好意的な者も否定的

な者も幻惑されて，対応を詰め切れなかった。

また，時局を主導した中国自身も，一帯一路

65 ヶ国に加え ASEAN・EU・アラブ連盟・ア

フリカ連合等の支持取付け，AIIB 設立のため

のメンバー確保と準備に忙殺されてきた。2016

年１月の AIIB の創立総会，６月の初融資決定

により，これまでの動きに一段落が付き，よう

やく中国も沿線諸国とプロジェクト具体化に向

けた交渉をスタートしようとしている。

これまで我が国は中国の動きに「静観」の態

度を採ってきたが，この仕切り直しのタイミン

グを活かして，今後の対応を冷静に検討すべき

である。2009 年，アジア開発銀行（ADB）は

2010 ～ 2020 年にアジア圏のインフラ整備には

8.33 兆ドルを要するとの試算を公表したが１），
この資金額は如何なる国家と国際開発金融機関

の能力をも超過する。今後のアジア圏の経済成

長に関し我が国が応分の分担と責任を果たす上

で，世界銀行・ADB の枠組で足りるのか，一

帯一路構想にも協同すべきか（あるいは，一帯

一路とは異なる独自構想を推進すべきか）を考

一帯一路構想と AIIB は 
リアル・パワーたり得るか
―沿線国と立地企業の立場から
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中国の一帯一路構想表明から AIIB 設立までの動きは電光石火であり，日米政府の予想を裏切り沿線諸国だ

けでなく英独仏等も支持に回った。一帯一路構想には新帝国主義の薫りがあるが，途上国は，米国の貿易・投

資ルール重視の地域構想と規範主義的な国際開発金融機関運営に不満を抱いており，中国の開発主義に立脚し

たインフラ整備を中核とした構想と，インフラ整備に特化した国際開発金融機関に魅力を感じ，賛同に回っ

た。ただし，中国が構想のソフト・パワーをリアル・パワーに転嫁できるかは，中国がインフラ・プロジェク

トを実現できるか次第であり，沿線諸国はこの点を冷静に観察して日米欧にも保険をかけている。また，中国

には鉄鋼，セメント等の過剰生産の捌け口を期待する向きがあるが，沿線国企業は必ずしも競争力に欠けるわ

けではない。中国が一帯一路構想で影響力を拡大できても，それには国力の限界があり，我が国は中国の動き

に翻弄されずに，アジア圏の成長への貢献を考えるべきである。
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えなくてはならない。

これは 21 世紀の日本のポジションを決める

問題であるが，アジア諸国の問題でもある。

ユーザーに歓迎されない企画は売れない。そこ

で，本稿では，今般，一帯一路構想には中国経

済の発展空間を確保する意図があると承知した

上で，なぜ沿線諸国が中国の構想に惹きつけら

れたかを考える。一路は成長地域になりつつあ

るが，従来の海上貿易に基づく世界経済体制で

は一帯は辺境に過ぎず，成長機会は限られてき

た。中国の構想が沿線諸国と企業にとり如何な

る魅力を持つのか，カザフスタンを例に見る。

Ⅰ　中国の一帯一路構想は 
なぜ世界を惹きつけたのか

１．中国の経済発展スキームとしての一帯一路

中国は 2014 年 11 月のアジア太平洋協力首脳

会議において，2013 年以降温めてきた一帯一

路構想を正式に表明し，中国西部から中央アジ

ア・ロシアを経由して欧州につながる「シルク

ロード経済帯（一帯）」と，中国沿岸部から東

南アジア，スリランカ，アラビア半島の沿岸

部，アフリカ東岸を結ぶ「21 世紀海上シルク

ロード（一路）」において，中国主導により交

通・エネルギー・通信インフラ整備，貿易・投

資促進と域内分業の適正化等を進め，巨大経済

圏（65 ヶ国，44 億人）を構築するとした。

中国商務部国際貿易経済合作研究院によれ

ば，一帯一路は習近平・国家主席の「中国の夢

（中華民族の復興）」に根があり，その「持続的

経済発展により国民生活を豊かにするとともに

中国の国際的地位向上を図る」というアイデア

に，2014 年 11 月 APEC で提唱された「アジ

ア太平洋の夢」が結びついたとされる。中国主

導による一帯の開発により「地理的に中国と欧

州の中間に位置し，開発の遅れた中央アジア諸

国のボトムアップ」を図り，一路の開発により

中国・ASEAN 自由貿易協定を発展させること

で，両地域の沿線国の経済水準を引き上げて共

存共栄を目指すとされる２）。

当然，巨大経済圏は中国の持続的成長のため

でもあり，張業遂・外交部副部長は一帯一路の

戦略的意義は中国の国土の均衡ある発展にある

とする３）。中国は「三線建設」以来，国全体

で完結する産業構造を脆弱と捉え，国内に自己

完結的な産業構造を複数形成する政策を追求し

てきた。しかし，1978 年の改革開放以降，東

部沿海部は海外からの直接投資と先進国市場輸

出により爆発的成長を遂げたが，両者の恩恵に

与れない中西部は後発地帯として取り残され

た。一帯一路で中国はこの格差解消を考えてお

り，中西部から中央アジアに広域経済圏を形成

し，内陸部を経済発展させようとしている。

２．一帯一路構想と AIIB は 

なぜソフト・パワーを持ち得たか？

⑴　一帯一路構想のソフト・パワー

一帯一路構想は中国を起点とした巨大経済圏

構築を目指すものであり，中国も自国経済の持

続的成長が目的であることを隠していない。し

かし，沿線諸国は，中国の経済力の下に組み込

まれる危険があるにもかかわらず，中国の構想

を歓迎し AIIB に参加した。また，英独仏も，
国際経済秩序の変更を懸念する米国の反対を押

し切り，AIIB 創立メンバーとなった。

我々はこの事実を直視すべきである。中国の

構想が単に米国主導の世界経済体制への挑戦に

止まれば，これほどの支持は獲得できなかった

だろう。そこには沿線諸国及び欧州諸国等に訴
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求するビジョンが存在し，そのソフト・パワー

が彼等をして中国の構想に賛同させたと考えら

れる。一帯一路は開発主義である。資源・環境

制約を考えると「全球的」開発の持続可能性に

は疑義があるが，開発主義は経済成長と富裕化

を求める途上国の政策と合致する。

一方，米国の世界経済政策は経済成長を求め

る途上国とミスマッチを起こしている。新興国

は世界銀行・ADB の環境・人権優先主義的な

運用に不満を抱いてきたが，AIIB は開発主義

に立つ国際開発金融機関として期待されてい

る。中国への期待は米国主導の現行体制への失

望の裏返しであり，中国は途上国の開発主義に

訴求することで成功したのではないだろうか。

⑵　米国の制度的アプローチと一帯一路の開発

主義的アプローチ

①　米国の制度的・市場主義的アプローチ

米国は第二次大戦後の国際自由貿易の礎石と

なった GATT とその後継である WTO をベー

スとして，アジア太平洋地域では APEC によ

り貿易投資自由化を追求してきたが，現在，環

太平洋パートナーシップ（TPP）により自由化

をアジア太平洋全域に拡げ，FTTAP（アジア

太平洋自由貿易圏）を実現しようとしている。

米国の政策は，貿易・投資自由化を法的に実

現することにより，域内の貿易・投資を活発化

させ成長を実現するという制度的アプローチで

あり，貿易・投資を阻害する規制・慣行を撤廃

し市場メカニズムを貫徹できれば，自ずと経済

成長が実現されるという考えに立脚している。

これは2015年４月に日米両首脳が公表した「日

米共同ビジョン」に良く示されており，透明な

貿易・投資ルール作りにより地域の経済発展を

追求するとし，インフラ整備等により経済成長

を図る開発主義の要素は希薄である４）。
②　ユーラシアの広域開発計画としての一帯一路

これに対し，中国の一帯一路構想はユーラシ

ア全土に渉る広域開発計画である。従来の海上

貿易を基盤とする世界経済体制で一帯地域は辺

境に過ぎず成長機会は限られてきたが，中国は

同地域を中国と欧州を結ぶ回廊として位置づけ

直し，世界の成長地域に転換する構想を打ち出

した。また，一帯・一路の双方で，交通・通信・

エネルギー等インフラの接続，国境貿易・税関

制度の標準化，資金融通・自国通貨兌換範囲拡

大により共通基盤を構築した上で，石油ガス等

の探鉱開発，原子力等電源開発，各国特性に応

じた国際分業形成等の構想を提示している５）。

中国の構想は白髪三千丈的であり実現可能性

に疑問が残るが，一帯一路構想は，海上貿易を

基盤とする世界経済システムに代わる，新たな

経済圏のイメージを喚起できており，沿線諸国

に新たな可能性を期待させるものとなってい

る。特に辺境の中央アジアは，先進国市場から

切り離された閉鎖的空間において如何に経済発

展を図るかに苦労してきたが，中国の構想は彼

等にも現実的なビジョンを提供している。
③　米国のアプローチの問題点

米国の制度的アプローチと並べると，中国の

構想は途上国の基本政策である開発主義に立

ち，途上国にも理解できる具体的プログラムか

ら構成されている。TPP 参加予定で AIIB 創

立に加わった沿線諸国は，米国のアプローチを

否定しているわけではない。域内の経済発展に

は，貿易・投資の自由化に加えて，成長の起動

力として大規模プロジェクトが必要であると考

えているに過ぎない。その限りでは，中国の構

想には，新帝国主義の薫りはあるものの，彼等

の政策と利益に即したものだった。
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この点，米財務省次官（国際関係），米大統

領特別補佐官（経済政策）を歴任したウェシン

グトン（Olin Wethington）は「従来の米国は

ルール作りに特化し開発を軽視してきたが，中

国は被援助国の発展に直結する二国間借款を重

視してきた」とし「米国はアジア諸国のインフ

ラ整備の政治的重要性を理解していなかった」

と反省する６）。中進国成りして日の浅い中国

は途上国ニーズを理解しており，一帯一路が米

国アプローチより魅力的であることは否めない。

⑶　国際開発金融の資金不足と 

プロジェクト選択への途上国の不満

①　開発資金の絶対的不足

ただし第二次大戦後の米国も途上国の開発

ニーズを無視したわけではなく，世界銀行と国

際通貨基金を制度基盤として，アジアでは世

界銀行と，日米が共同で主導する ADB を通じ

資金供給してきた（戦略パートナーの日本は

1960 年代以降円借款を拡大し 1990 年代には一

国で世界銀行に比肩する資金を供給）。しかし，
アジアでは，過去 20 年間の経済成長により生

活の高度化と都市化が加速し，運輸・エネル

ギー・通信など多様なインフラの需要が高まっ

たため，現在，開発資金が絶対的に不足してい

る。

先述試算では 2010 ～ 2020 年にアジアのイン

フラ整備に 8.22 兆ドル（年平均 7470 億ドル）

が必要だが，ADB の投融資額は 2014 年末で

271.7 億ドルに過ぎない。中印を除いても 1.68

兆ドル（年平均 1530 億ドル）が必要であり，
依然，既存の国と国際開発金融機関の能力を超

過する事実に変わりはない。無論，世界銀行等

は全資金を負担する必要はなく民間投資がイン

フラ投資の主役であるが，民間投資の呼び水と

なる国際開発金融機関の信用マネー供給が需要

に追いつかない。AIIB が不足資金をファイナ

ンスする新機関として歓迎されたのは当然であ

り，むしろ国際政治的な思惑から設立に反対す

ることは不当と見える結果となった７）。
②　米国の途上国の開発ニーズを重んじない 

国際機関運営

米国は国際開発金融機関の運営に関しても

ルール主義に立ち，1990 年以降，途上国の開

発が環境・社会面で与える悪影響にも責任を負

うべきとして，世界銀行等で投融資における環

境社会配慮ポリシーやガイドラインの策定を推

進した。Morris（2016）は「資金運用において

環境・社会被害の未然防止を厳格に求め，数値

基準，融資後モニタリングなど制度整備を行っ

た」だけでなく８），米国は 2006 年以降「（世

界銀行に申請される）年間約 200 件の１割に反

対票を投じ」プロジェクトを葬ってきた９）。

これに途上国は反発しており，2009 年のセ

ディージョ委員会の世界銀行改革提案では，最

貧国の貧困削減に加えて中所得国の開発プロ

ジェクトへの融資が課題とされ，意思決定に関

して先進国と途上国の投票数の均等化と米国拒

否権の廃止等が提案された。しかし，米国の反

対で改革は進まず，Dollar（2015）は「途上国

は世界銀行等の決定が遅く官僚的であるため

インフラ整備の資金調達を諦めている」とす 

る10）。

一方，AIIB は，⒜ 貧困撲滅に主眼を置く世

界銀行・ADB とは異なりインフラ投資に特化，
⒝ 理事会構成変更や資本比率変更等には中国

の拒否権を認めたが，融資決定は特定国に拒否

権を認めず多数決とし，⒞ 理事会を非常設化

し総裁に大きな業務遂行権限を与えることで手

続簡素化・経営迅速化を図った。この点，中国



世界経済評論　2017 年１月２月号 49

一帯一路構想と AIIB はリアル・パワーたり得るか 

はセディージョ委員会提案に学び米国と異なる

国際機関運営を模索していると評価できる。

⑷　途上国ニーズを汲んだ中国の成功

以上，中国は米国の制度的アプローチと規範

的な国際開発金融運営を反面教師として，途上

国に訴求する開発主義的な構想を提示し，途上

国のインフラ整備に特化した国際開発金融機関

を立ち上げ，米国との差別化と途上国の支持獲

得に成功した。中国の構想は，海上貿易を基盤

に構築された先進国主導の世界経済システム

で「辺境」だった中央アジア・東南アジア内陸

部を成長地域にするという革新的なものであ

り，先進国に追い付き追い越そうとしている途

上国にとり魅力的に映った。また，途上国のイ

ンフラ整備資金が絶対的に不足する中，インフ

ラ整備に特化した AIIB は途上国ニーズにマッ

チしたものであり，世界銀行等の環境・人権保

護を重視する融資に不満を抱く途上国が喜んで

AIIB に参加したのも当然だった11）。

Ⅱ　中国のソフト・パワーは 
リアル・パワーになり得るか

我が国は米国に同調し中国の動きを静観する

構えを採ってきたため，中国構想が沿線国だ

けでなく英独仏の支持も獲得したことに戸惑

い「バスに乗り遅れるな」とする論もある。し

かし，沿線国は構想に熱狂しているわけではな

く，インフラ整備が中国等の負担により実現す

ることを期待しているに過ぎない。中国が構想

で示したソフト・パワーをリアル・パワーに転

化できるかは今後のプロジェクトの成否次第で

ある。

１．一路地域でのプロジェクト形成の苦戦

中国のプロジェクト形成は一路地域では難航

している。中国は雲南省昆明から東南アジアを

経由してシンガポールまで高速鉄道で結ぼうと

しているが，最初の国外部分のラオスでは，
2013 年の両国合意（中国が資金融資）に反し

てラオスに総工費 70 億ドルの負担を求めたた

め３年間を空費することとなった。結局，初期

工費（21 億ドル）は中国が融資することで合

意，2016 年９月に中国中鉄が鉄道建設（12 億

ドル）を受注したが，資金問題は未決着であ

る。また，ラオスの隣国タイとの交渉でも，中

国の２～７％の譲許的借款は１％台の円借款に

比べ魅力に欠け，中国が鉄道路線の片側の土

地開発権を要求することにもタイの反発が強 

い12）。

一帯一路構想が「中国版マーシャル・プラン」

と呼ばれることを中国は拒否するが，もともと

商業採算性が成り立たず放置されていたプロ

ジェクトを成立させたいならばマーシャル・プ

ランと同等の贈与性が必要であろう（マーシャ

ル・プランは 1948 ～ 1951 年に 102 億 6000 万

ドルを援助，そのうち 91 億 2800 万ドルが贈

与）。加えて，一路地域は世界銀行・ADB が

活発にインフラ融資を行っており，中国のプロ

ジェクトは沿線諸国にとり最優先事項ではな

く，ADB 等の支援と比較した場合に条件が悪

いことも中国の苦戦につながっている。

２．一帯地域での着実なプロジェクト形成

一方，中国は一帯地域では着実にプロジェ

クトを形成しつつある。中央アジア５ヶ国は

2000 ～ 2013 年に対中貿易額が 18 億ドルから

420 億ドルに拡大するなど経済的紐帯を深めて

きたが，内陸国にとり物流は成長のボトルネッ
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クであるため，中国のユーラシア横断インフラ

構想は利害関係が一致する。ただし，一帯一路

だけがインフラ整備の課題であるわけではな

く，また資金問題もネックとなる。本稿では，
一帯の入口のカザフスタンを例に問題を見る。

⑴　カザフスタンでのプロジェクト形成

①　2000 年代以降推進されてきた道路・鉄道網整備

中国は 2000 年代より中央アジア諸国とエネ

ルギー協力を強化し，中央アジアと中国を結ぶ

道路，石油・ガス輸送網の入口となるカザフス

タンでは，複数ルートの石油・ガス・パイプラ

インを建設，鉄道でも江蘇省連雲港からカザフ

スタン，ロシア，中東欧を経てロッテルダムに

至る第２ユーラシア・ランドブリッジの貨物輸

送量を拡大してきた（大陸横断輸送コンテナ貨

物輸送は 2015 年４万 7400TEU と 2011 年比で

約 40 倍に拡大。2020 年には８万 TEU に拡大

見込み）。

一帯一路構想公表後，2015 年７月にカスピ

海を横断して中国とアゼルバイジャンを結ぶ初

のコンテナ輸送が行われ，同年 11 月には中国・

カザフスタン・トルコを結ぶ２回目のコンテナ

輸送が行われるなど大陸横断コンテナ輸送の可

能性が模索されている13）。また，2015 年に中

国とカザフスタンは，自動車貨物輸送の増大に

対応して，2005 年に設立合意したホルゴス特

別経済区で国際共同物流センターを始動させ輸

送サービスをワンストップ化した。
②　今後のカザフスタンの物流インフラ整備

中国が一帯一路で構想するユーラシア・ラン

ドブリッジから外れるが，現在，カザフスタン

は近隣諸国との鉄道網構築に力を入れており，
2014 年に国内鉄道の新規開通によりアゼルバ

イジャンとトルコへの輸送時間短縮に成功，

2015 年 12 月にはトルクメニスタン・イランを

結ぶ鉄道運行を開始した。また，西部のカスピ

海域での積替え能力向上のため港湾拡張（処理

能力を 2016 年 1650 万トンから 2020 年 2500 万

トンに引き上げ）とフェリー施設建設（フェ

リー輸送量は同時期に 200 万トンから 610 万ト

ンに増大）を計画している14）。

⑵　開発資金問題

上記のカザフスタンの取組は一帯一路構想と

は独立したものだが，中国のトランス・ユーラ

シア経済圏構築に資するものである。問題は中

国が第３ユーラシア・ランドブリッジの建設に

加え，これらをインフラ整備の対象とできるだ

けの資金力があるかである。
①　中国の資金不足

中国は一路地域でラオス，タイとの資金負担

交渉が難航している。中国は 2014 年末に外貨

準備から 100 億ドルを取り崩してシルクロー

ド基金を設立したが，2016 年８月末時点３兆

2000 億ドルながら外貨準備投入は例外措置で

あり，AIIB の資本金も 500 億円超に過ぎない

ため，中国の資金調達力には制約がある。一

方，中央アジア諸国は 2000 年代資源価格高騰

で財政収入が伸びインフラ整備の原資があった

が，2014 年後半以降の油価暴落により経済悪

化が続いている。このため中央アジア諸国が従

前通り資金負担できるか疑問であり，一路地域

でも資金問題がボトルネックとなりかねない。
②　民間資金調達の困難性

中国は AIIB の信用マネーを民間資金の呼び

水と位置づけ，インフラ整備に民間投資を活用

するとしているが，一帯一路のインフラ・プロ

ジェクトはこれまで商業採算性が成り立たず未

着手だったものであり，はたして民間投資を引
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き寄せられるだろうか。AIIB の初年度融資は

5.1 億ドルだが，今後の融資規模拡大には公募

債発行が必要であり，ADB 等と同じトリプル

Ａを取得するには途上国出資比率の高さが不利

に働く。一帯一路のように商業採算性の低いプ

ロジェクトには，国際開発金融機関は通常より

好条件の融資を提供する必要があるが，無格付

けの AIIB には難事ではないだろうか。

⑶　カザフスタンの動き

カザフスタンは中国との経済関係を深めてい

るが，自国の発展に必要な資金・援助を中国だ

けから獲得できないことも承知している。同国

は，老朽化の著しい国内道路・鉄道・電力網の

更新・新規整備のため 2015 年以降日本に支援

を求めるとともに，カスピ海域の原油・ガスを

ロシアを経由せず欧州に供給する南エネルギー

回廊構想を踏まえて，カスピ海域の物流・石油

ガス輸送網の整備に関し欧州との協力を模索す

るなど多角的外交を展開している 15）。

また，2000 年代まで最大の援助国だった米

国との間でも，シェブロン等が 2016 年７月に

テンギス油田の生産拡大を決定するなど資源投

資を活発化させる中，改めて支援取付けを模索

している。また，カザフスタンが資源国から鉄

鋼・化学産業を中核とする工業国に転換するに

は，米国・日本企業等の直接投資と技術移転が

必要であり，中国が想定する過剰生産設備の解

体移転は同国の望む所ではない16）。

結局，カザフスタンは中国の一帯一路構想を

歓迎しているが，これまでロシア，米国，欧州，
日本等と良好な関係を築き自国発展に有利な状

況を創出してきたように，今後も中国との経済

関係だけでなく欧州・ロシア・中東との経済関

係も重視して，欧州・日本等の資金援助により

物流インフラ等を整備しようとしている。

３．アルセロール・ミッタル：条件付きの歓迎

①　中国鉄鋼過剰生産の捌け口となるか

一帯一路構想は，2011 年以降中国経済が減

速する中で鉄鋼等の過剰生産の捌け口を求める

ものだとの指摘があり，中国政府も鉄鋼・建

材等の海外生産移転を支援している17）。しか

し，一帯地域には旧ソ連時代より一貫製鉄所

が各国に存在し，カザフスタンでは，ミッタ

ル・スチール（現アルセロール・ミッタル）が

1995 年に旧ソ連第３位の銑鋼圧延一貫製鉄所

の Karmet Steel を買収して，原料生産から鋼

板生産に至る垂直統合を実現している。むしろ

カザフスタンは一帯一路構想に伴う中央アジア

諸国での新規鉄鋼需要の獲得を期待しており，
中国の思惑どおりとなるかは分からない。
②　異形の多国籍鉄鋼コングロマリット

アルセロール・ミッタルは，2006 年のミッ

タル・スチールの欧州アルセロール社買収で成

立した鉄鋼生産世界１位の企業であり，⒜ 内

需型産業の鉄鋼業には例のない多国籍企業であ

り，⒝ 自動車向け高級鋼板等を生産する高炉

部門から建設資材等汎用鉄を生産する電炉部門

をカバーするコングロマリットであるだけでな

く，⒞ 鉄鋼原料鉱山所有により原料から生産

に至る垂直統合を実現している「異形」の鉄鋼

メーカーである。

鉄鋼産業では，高炉建設には巨額費用を要

し，鋼材輸送は重量単位製品価格が安くコスト

高なため，メーカーが各国で自給自足する「棲

み分け」がなされてきた。しかし，インド資本

のミッタル・スチールは 1990 年代以降国際 M

＆ A により多国籍企業化を進め，2006 年には

自動車向け高級鋼板に強みを有するアルセロー
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ルの敵対買収に成功する。一帯地域では，アル

セロール・ミッタルは Karmet Steel に加えて

ウクライナ最大の銑鋼圧延一貫製鉄所を 2005

年に買収している（現 Kryviy Rih）。

両製鉄所は原料鉱山を所有し，原料コスト

優位により旧ソ連諸国・中東等に低価格汎用

製品を輸出してきた。アルセロール・ミッタ

ルはその強みをさらに確実とするべく，欧州

復興開発銀行（EBRD）融資（5400 万ドル）

に よ り 1997 ～ 2006 年 に Karmet Steel の 生

産効率・エネルギー消費を改善，2009 年に同

じく１億ドルの融資を受けて原料炭田の操業

効率化に取り組んだ。また，ウクライナでも

EBRD の２億ドル融資を獲得，2005 ～ 2011 年

に Kryviy Rih の生産効率・エネルギー消費を

改善した。

両製鉄所は熱延・冷延コイル，棒鋼，形鋼，
線材を生産しており，アルセロール・ミッタル

はインフラ整備に必要な道路・鉄道・石油ガス

輸送網向け鋼材や建設用鋼材だけでなく，工業

生産に必要な鉄鋼生産も可能である。したがっ

て，一帯一路構想はアルセロール・ミッタルに

新たなビジネス・チャンスをもたらしそうだ

が，中国西部地域の競争力の低い鉄鋼メーカー

が市場参入することは必ずしも容易ではない。
③　一帯一路とアルセロール・ミッタル

もっとも，アルセロール・ミッタルにとり一

帯一路の特需効果は限定的である。リーマン危

機後の世界同時不況で鉄鋼需要が大幅に落ち込

み，2012 年以降鉄鋼原料価格が最盛期の３分

の１に暴落すると，垂直統合モデルを採るアル

セロール・ミッタルは収益エンジンを喪う。同

社は 2012 年以降４期赤字決算を続け，2015 年

決算では▲ 79 億 4600 万ドルと鉄鋼産業史上最

大の損失を計上した。一帯でのインフラ整備に

伴う新規需要は「干天の慈雨」ながら同社全体

の業容を立て直すほどのインパクトに欠き，む

しろ中央アジアでは旧ソ連時代の老朽化した道

路・鉄道・都市インフラの改修・更新に伴う需

要の方が大きい可能性もある。アルセロール・

ミッタルは一帯一路構想によるインフラ需要を

歓迎しているが，その利益については冷静な目

で観察評価しており，この事情は一帯一路の沿

線国に立地する他企業にも同様であろう。

結び

中国の一帯一路構想は，海上貿易を基盤とす

る先進国主導の世界経済体制に対して，大陸国

家の立場からユーラシア大陸を横断する経済圏

と，海路でユーラシア大陸沿岸を結ぶ経済圏を

構築するパラダイム・シフト提案である。途上

国は，米国の貿易・投資ルール制定を柱とする

地域政策に失望し，貧困削減に重点を置いた規

範主義的な国際開発金融運営にも不満を抱いて

きたが，中国は気宇壮大な世界構想と同時に，
途上国の不満を汲んで，開発主義的な地域構想

とインフラ整備に特化した国際開発金融機関を

提案し，その圧倒的支持を獲得した。

しかし，中国がこのソフト・パワーをリア

ル・パワーに転化できるかは疑問である。一帯

一路のプロパガンダは魅惑的であるが，その成

功はひとえに中国がプロジェクトを現実化でき

るかにかかっている。しかし，中国にはアジア

圏のインフラ整備費用を単独で負担する力はな

く，民間資金を AIIB により誘導しようとして

いるが，そのためには商業採算性が成り立たず

放置されてきたプロジェクトに破格な融資を実

行しなければならない。問題はそれだけの力が

AIIB と中国にあるかである。
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沿線諸国はこの点を冷静に観察して日米欧に

も保険をかけている。カザフスタンはロシア，
米国，EU，日本，中国との等距離外交により

自国に有利な環境を創出してきたが，同国には

一帯一路もその一つに過ぎない。また，中国に

は鉄鋼過剰生産の捌け口を期待する向きがある

が，沿線諸国の企業が必ずしも競争力に欠ける

わけではない。政府と同様に企業も一帯一路を

ビジネス機会の一つとして待ち構えている。

我が国には中国の AIIB 創設に向けた電光石

火の動きに幻惑されている向きもあるが，中国

が一帯一路構想により影響力を拡大できても，
それには国力の限界があり，単独で成し得るこ

とには限りがある。我が国は AIIB の動きに翻

弄されずに，真にアジア諸国の発展に寄与し自

国の国益に合致したプロジェクトを米国等との

連携下に推進すべきである。

＊以上は筆者の所属・関係団体とは独立した個人的見解
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